
告 示

�愛媛県告示第２００号
令和元年５月１５日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

令和元年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

株式会社
横林農園 愛媛県松山市 愛媛県松山市小山田

甲１０５０番１ほか１筆 ２，２９３

竹 内 守 愛媛県松山市 愛媛県松山市門田町
７９９番１ １，３８７

柳 野 浩 愛媛県北宇和郡松野
町

愛媛県伊予市稲荷乙
１５８番１ ４，１６２

２ 認可年月日

令和元年６月１２日
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�愛媛県告示第２０１号
農地中間管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）

第１８条第１項の規定に基づき、農地中間管理機構公益財団法人えひ

め農林漁業振興機構から農用地利用配分計画の認可申請があった。

当該農用地利用配分計画は、愛媛県農林水産部農政企画局農政課

農地・担い手対策室において告示の日から２週間公衆の縦覧に供す

る。

令和元年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

山 崎 勝 幸 愛媛県松山市 愛媛県松山市庄甲１０
２４番１ １１５

小 林 裕 之 愛媛県伊予郡松前町
愛媛県伊予郡松前町
大字中川原字横枕３０
２番１

１，３４５

服 部 隼 愛媛県八幡浜市
愛媛県八幡浜市穴井
２番耕地４６３番ほか
５筆

６，４７９

２ 申請年月日

令和元年６月１１日
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�愛媛県告示第２０２号
次の保安林の指定施業要件を変更する予定であるから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条

の２第１項の規定により告示する。

令和元年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 指定施業要件の変更予定に係る保安林の所在場所

今治市（次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 変更後の指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

今治市（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

発 行 愛 媛 県
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在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�愛媛県告示第２０３号
愛媛県建設工事関連業務共同企業体事務取扱要綱を次のように定める。

令和元年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県建設工事関連業務共同企業体事務取扱要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、県が発注する建設工事関連業務の競争入札又は随意契約の見積り（以下「競争入札等」という。）に参加しようとす

る共同企業体（県内の事業者の技術力の向上を図るため高度かつ特殊な技術を要する業務を実施することを目的として建設工事関連業務

ごとに結成されるものに限る。以下同じ。）に必要な資格その他建設工事関連業務の競争入札等における共同企業体の取扱いに関し必要

な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において「建設工事関連業務」とは、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事に関する調査、

測量及び設計の業務をいう。

２ この要綱において「有資格業者」とは、県が行う測量、建設コンサルタント等の業務に関する入札参加資格の審査を受け、建設工事関

連業務の競争入札等を行う会計年度において当該競争入札等に参加する資格を有すると認められた者をいう。

３ この要綱において「契約担当者」とは、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第２条第６号に規定する契約担当者をいう。

（共同企業体の対象業務）

第３条 共同企業体により競争入札等を行わせることができる建設工事関連業務は、高度かつ特殊な技術を要するもの（地方公共団体の物

品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３７２号）の規定の適用を受けるものを除く。）とする。この場合にお

いて、共同企業体以外の有資格業者は、当該競争入札等に参加することができない。

（共同企業体の入札参加資格）

第４条 建設工事関連業務の競争入札等に参加しようとする共同企業体は、次条から第９条までに定める資格要件を満たすものでなければ

ならない。

（共同企業体の構成員の数）

第５条 構成員の数は、２者とする。

（共同企業体の構成員の組合せ）

第６条 構成員の組合せは、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

� 県内に本店を有する有資格業者（以下「県内業者」という。）の組合せ又は県内業者及び県内に支店、営業所等を有する有資格業者

（県内業者を除く。）の組合せであること。

� 一の共同企業体の構成員が、同一の建設工事関連業務に係る他の共同企業体の構成員でないこと。

（共同企業体の構成員の要件）

第７条 構成員は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。

� 契約担当者が建設工事関連業務ごとに定める資格要件を満たす技術者を配置することができること。

� 契約担当者が建設工事関連業務ごとに定める業務の実績を有すること。ただし、代表者以外の構成員については、確実かつ円滑な業

務の実施を確保することができると認められる場合にあっては、この限りでない。

（共同企業体の構成員の出資比率）

第８条 各構成員の出資比率の最小限度は、３０パーセント以上とする。

（共同企業体の代表者）

第９条 代表者は、構成員のうち、次に掲げる要件の全てを満たす者とする。

� 出資比率が構成員中最大の者であること。

� 契約担当者が建設工事関連業務ごとに定める資格要件を満たす管理技術者（建設工事関連業務の管理、統括等を行う者をいう。）及

び照査技術者（建設工事関連業務の成果について技術上の照査を行う者をいう。）を配置することができること。

（共同企業体の入札参加資格の審査）

第１０条 共同企業体を結成して建設工事関連業務の競争入札等に参加しようとする者は、建設工事関連業務共同企業体競争入札等参加資格

審査申請書（別記様式）に次に掲げる書類を添えて契約担当者に提出し、資格審査を受けなければならない。

� 共同企業体協定書の写し

� その他契約担当者が必要と認める書類

２ 契約担当者は、建設工事関連業務につき前項の申請書を受理したときは、資格審査を行い、申請者に対しその結果を通知するものとす

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４４



る。

（入札書）

第１１条 共同企業体の入札書には、共同企業体の名称及びその代表者である構成員を明記の上、代表者が記名押印するものとする。

（契約書）

第１２条 共同企業体の業務委託契約書には、共同企業体の住所及び名称並びにその代表者である構成員を明記の上、構成員全員の連名で記

名押印するものとする。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、建設工事関連業務の競争入札等における共同企業体の取扱いに関し必要な事項は、知事が定める。

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４５



別記様式（第１０条関係） 建設工事関連業務共同企業体競争入札等参加資格審査申請書

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４６
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�愛媛県告示第２０４号
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第

５７号）第３条第１項の規定により、次の区域を急傾斜地崩壊危険区

域として指定する。

その関係図面は、愛媛県庁並びに関係の地方局建設部及び市役所

において縦覧に供する。

令和元年６月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

与村井（追加）

急傾斜地崩壊危険区域の指定（昭和５０年１２月愛媛県告示第１２５３号）

与村井の項で指定した標柱１号と標柱２号を結んだ線、標柱２号と

次に掲げる地番の土地に存する標柱７号から標柱１０号までを順次結

んだ線、標柱１０号と急傾斜地崩壊危険区域の指定（平成２０年３月愛

媛県告示第４７１号）浜（追加）の項で指定した標柱１０号と標柱９号

を結んだ線、同項で指定した標柱９号と与村井の項で指定した標柱

１号を結んだ線に囲まれた区域

�愛媛県告示第２０５号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和元年６月２１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第２０６号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和元年６月２１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第２０７号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の２０第４項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者から指定障害児通所支

援事業を廃止する旨の届出があった。

市 町 字 地 番 標 柱

宇和島市 吉田町法花津 龍王 ６番耕地２９９番１ ７号

７番耕地４６９番 ８号、９号

今城 ６番耕地２１０番 １０号

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０２００３２４ 一般社団法人デイジー 愛媛県今治市山路８８０
番地 橋 田 一 美 発達支援 はーもにー 愛媛県今治市別宮町５

丁目２０３番１
平成３１年
３月１日

３８５０２００３２４ 一般社団法人デイジー 愛媛県今治市山路８８０
番地 橋 田 一 美 放課後等デイ

サービス はーもにー 愛媛県今治市別宮町５
丁目２０３番１

平成３１年
３月１日

３８５０２００３２４ 一般社団法人デイジー 愛媛県今治市山路８８０
番地 橋 田 一 美 保育所等訪問

支援 はーもにー 愛媛県今治市別宮町５
丁目２０３番１

平成３１年
３月１日

３８５０２００３４０
特定非営利活動法人
ライフサポートここは
うす

愛媛県今治市南鳥生町
一丁目１番１５号 明 智 美 香 放課後等デイ

サービス
チャレンジスクール
えーる

愛媛県今治市北高下町
１丁目５番２０号

平成３１年
４月１日

３８５０６００２４２ 社会福祉法人 西条市
社会福祉協議会

愛媛県西条市周布６０６
番地１ 丹 勝 敬 発達支援

西条市社会福祉協議会
児童発達支援センタ

ーひまわり
愛媛県西条市石田３３９
番地１

平成３１年
４月１日

３８５０６００２４２ 社会福祉法人 西条市
社会福祉協議会

愛媛県西条市周布６０６
番地１ 丹 勝 敬 保育所等訪問

支援
西条市社会福祉協議会
児童発達支援センタ

ーひまわり
愛媛県西条市石田３３９
番地１

平成３１年
４月１日

３８５１３００２０６ 特定非営利活動法人
ぷかぷか

愛媛県四国中央市豊岡
町大町１２４番地の１ 石 川 かおる 発達支援 児童発達支援事業所

りとる・４ぶんの１
愛媛県四国中央市土居
町野田１３９１番地

平成３１年
４月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０５００７６３ 社会福祉法人 新居浜
愛育会

愛媛県新居浜市大生院
１６８６番地 渡 辺 均 短期入所 グループホーム まさ

きの里
愛媛県新居浜市大生院
１５３９番地の２

平成３１年
４月１日

３８２０５００７７９ 社会福祉法人 新居浜
愛育会

愛媛県新居浜市大生院
１６８６番地 渡 辺 均 共同生活援助 グループホーム まさ

きの里
愛媛県新居浜市大生院
１５３９番地の２

平成３１年
４月１日

３８１０６００７７９ 社会福祉法人 白鳥会 愛媛県西条市三芳１８３９
番地５ 近 藤 省 三 就労定着支援 就労定着支援事業所

はばたき
愛媛県西条市三芳１８３９
番地５

平成３１年
４月１日

３８２０２００９１７ 合同会社 シャイニン
グサポート

愛媛県今治市北日吉町
二丁目４番１９号 窪 田 知 子 共同生活援助 こだまのいえ 郷桜井 愛媛県今治市郷桜井３

丁目甲５０４番１５号
平成３１年
４月１９日

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４７
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�愛媛県告示第２０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

新居浜市岸之下土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任

した旨の届出があった。

令和元年６月２１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２１０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和元年６月２１日

令和元年６月２１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

�愛媛県告示第２０８号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和元年６月２１日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

廃止に係る指定障害児通所支援事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０２０００３５
特定非営利活動法人
ライフサポートここは
うす

愛媛県今治市南鳥生町
１丁目１番１５号 明 智 美 香 放課後等デイ

サービス
子育てサポート ぷれ・
しゅーれ／えーる

愛媛県今治市北高下町
一丁目５番２０号

平成３１年
４月１日

３８５０６０００４４ 社会福祉法人 西条市
社会福祉協議会

愛媛県西条市周布６０６
番地１ 丹 勝 敬 発達支援

西条市社協児童デイサ
ービスセンターひまわ
り

愛媛県西条市周布３４９
番地１

平成３１年
３月３１日

３８５０６０００４４ 社会福祉法人 西条市
社会福祉協議会

愛媛県西条市周布６０６
番地１ 丹 勝 敬 保育所等訪問

西条市社協児童デイサ
ービスセンターひまわ
り

愛媛県西条市石田３３９
番地１

平成３１年
３月３１日

３８５１３００１８０ 株式会社ＬＩＮＫ
東京都豊島区要町二丁
目９番１２号 要町ホワ
イトビル１階Ａ号

岡 田 明 � 放課後等デイ
サービス

ファーストステップ四
国中央教室

愛媛県四国中央市三島
中央四丁目９番１７号
アロエビル２階

平成３１年
３月１５日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１０２００１９０ 特定非営利活動法人
フラット

愛媛県今治市北宝来町
３丁目１番地１３ 村 上 敬 子 居宅介護

特定非営利活動法人フ
ラット 居宅介護事業
所

愛媛県今治市北宝来町
３丁目１番地１３

平成３１年
４月１日

３８１０６００４９８ 株式会社 ニチイ学館 東京都千代田区神田駿
河台２丁目９番地 森 信 介 同行援護 ニチイケアセンター登

道
愛媛県西条市大町１５７２
番地２－２

平成３１年
３月３１日

３８１０５００２０１ 社会福祉法人 わかば
会

愛媛県新居浜市船木長
野甲７４１－１ 山 口 信 二 就労移行 わかば第２作業所 愛媛県新居浜市船木長

野甲２１１４番地
平成３１年
３月３１日

３８２０６００７１０ 医療法人 隣善会 愛媛県西条市飯岡地蔵
原３２９０番地の１ 佐々木 朗 共同生活援助 グループホーム もく

れんの家
愛媛県西条市飯岡地蔵
原３２９５番地２

平成３１年
３月３１日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 賀 盾 雄 新居浜市萩生１０９５－１

〃 松 木 敏 幸 新居浜市萩生１２３４

〃 三 並 清 継 新居浜市萩生１１４－６

〃 真 鍋 英 記 新居浜市萩生１３４５

〃 青 野 徹 新居浜市萩生１３５８－１

〃 秦 慎 吾 新居浜市萩生１１－２

〃 合 田 有 良 新居浜市萩生１４０８－３

〃 塩 崎 誠 逸 新居浜市萩生１０００

〃 福 田 満壽夫 新居浜市萩生４９１

〃 神 野 鉄 治 新居浜市大生院５１４

〃 加 藤 弘 司 新居浜市大生院４７０－２

監 事 森 賀 直 文 新居浜市萩生１４１２－３

〃 真 鍋 篤 俊 新居浜市萩生１３４７

〃 福 田 健 剛 新居浜市萩生４４８

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 森 賀 盾 雄 新居浜市萩生１０９５－１

〃 松 木 敏 幸 新居浜市萩生１２３４

〃 三 並 清 継 新居浜市萩生１１４－６

〃 真 鍋 英 記 新居浜市萩生１３４５

〃 青 野 徹 新居浜市萩生１３５８－１

〃 森 本 聡 新居浜市萩生１４３２

〃 合 田 有 良 新居浜市萩生１４０８－３

〃 福 田 健 剛 新居浜市萩生４４８

〃 白 石 裕 晃 新居浜市萩生９６０－２

〃 神 野 鉄 治 新居浜市大生院５１４

〃 加 藤 弘 司 新居浜市大生院４７０－２

監 事 松 木 正 英 新居浜市萩生１２１９

〃 森 賀 直 文 新居浜市萩生１４１２－３

〃 伊 藤 愼 吾 新居浜市大生院４８７－３

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４８
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愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和元年６月１３日

３ 指定道路の位置

四国中央市上分町字穴田７２９番９、７２９番１０及び７３０番２５並びに

同市上分町字虚空蔵７２３番２の一部、７２６番１の一部、７２７番の一

部、７２７番地先水路及び７２７番地先道

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ６５．７３メートル

� 幅員 ４．００メートル

�������
�愛媛県告示第２１１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

松山市堀江町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和元年６月２１日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２１３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

津島町土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任した旨の

届出があった。

令和元年６月２１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�愛媛県告示第２１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和元年６月２１日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

〃 太 田 訓 史 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 安 井 和 � 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 橋 本 友 一 松山市堀江町甲１７３２番地

〃 高 橋 和 志 松山市堀江町甲１７６７番地７

〃 杉 田 信 昭 松山市堀江町甲１７９２番地４

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 � 木 一 男 松山市堀江町甲１４５０番地

〃 杉 田 秀 夫 松山市堀江町甲１７８３番地１

〃 石 崎 英 二 松山市堀江町甲１７５９番地５

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 �須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 太 田 和 博 松山市堀江町甲１６１５番地３

〃 田 村 健 司 松山市堀江町甲１３７５番地７

〃 太 田 訓 史 松山市堀江町甲１５５４番地７

〃 安 井 和 � 松山市堀江町甲８４３番地１９

〃 橋 本 友 一 松山市堀江町甲１７３２番地

〃 高 橋 和 志 松山市堀江町甲１７６７番地７

〃 杉 田 信 昭 松山市堀江町甲１７９２番地４

〃 芳 野 豊 志 松山市堀江町甲２０３６番地

監 事 � 木 一 男 松山市堀江町甲１４５０番地

〃 杉 田 秀 夫 松山市堀江町甲１７８３番地１

〃 松 下 哲 士 松山市堀江町甲１８３３番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 松 下 長 生 松山市堀江町甲１７９９番地

〃 �須賀 一 喜 松山市堀江町甲１６７５番地

〃 得 松 省 二 松山市堀江町甲１４９０番地

〃 田 村 健 司 松山市堀江町甲１３７５番地７

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

元中局建（開）第１３号

令和元年６月１２日
伊予郡松前町大字神崎字壱丁地６９９番８

伊予郡松前町大字神崎６９９番地７

竹 田 智 規

竹 田 幸 代

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 宮 本 清 幸 宇和島市津島町北灘甲３９１番地

〃 山 本 � 幸 宇和島市津島町北灘甲１１２１番地

〃 舩 田 忠 夫 宇和島市津島町北灘甲１７７３番地

〃 濱 田 金 治 宇和島市津島町北灘乙５１２番地２

〃 山 村 喜 治 宇和島市津島町北灘乙１６６１番地８

〃 山 口 好 男 宇和島市津島町北灘丙６８番地

〃 玉 木 邦 英 宇和島市津島町浦知３６１番地１

〃 土 居 秋 義 宇和島市津島町下畑地丁３６番地３

〃 山 本 岩太郎 宇和島市津島町近家甲９１１番地

〃 清 家 儀三郎 宇和島市津島町近家甲１６２番地

〃 泉 雄 二 宇和島市津島町高田丙１５７番地１

〃 岩 藤 賢 治 宇和島市津島町高田甲３８８番地１

監 事 三 曳 重 郎 宇和島市津島町増穂丙１７０９番地２３

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 山 村 喜 治 宇和島市津島町北灘乙１６６１番地８

〃 濱 田 金 治 宇和島市津島町北灘乙５１２番地２

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１４９
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�愛媛県告示第２１４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により、

八幡浜市真穴土地改良区から次のとおり役員が就任し、及び退任し

た旨の届出があった。

令和元年６月２１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２１５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

津島町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和元年６月２１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

�������
�愛媛県告示第２１６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

八幡浜市真穴土地改良区の定款の変更を認可した。

令和元年６月２１日

愛媛県南予地方局長 大 北 秀

〃 舩 田 忠 夫 宇和島市津島町北灘甲１７７３番地

〃 山 本 � 幸 宇和島市津島町北灘甲１１２１番地

〃 宮 本 清 幸 宇和島市津島町北灘甲３９１番地

〃 玉 木 邦 英 宇和島市津島町浦知３６１番地１

〃 土 居 秋 義 宇和島市津島町下畑地丁３６番地３

〃 山 本 岩太郎 宇和島市津島町近家甲９１１番地

〃 清 家 儀三郎 宇和島市津島町近家甲１６２番地

〃 泉 雄 二 宇和島市津島町高田丙１５７番地１

〃 三 曳 重 郎 宇和島市津島町増穂丙１７０９番地２３

〃 岩 藤 賢 治 宇和島市津島町高田甲３８８番地１

監 事 田 中 冨 秀 宇和島市津島町北灘丙１１６番地１

〃 坂 本 順 作 宇和島市津島町岩松１９０５番地

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 松 田 幾 弘 八幡浜市真網代乙３３４番地

役員の種類 氏 名 住 所

監 事 矢 野 哲 八幡浜市真網代丙２４７番地７

令和元年６月２１日 発行

愛 媛 県 報令和元年６月２１日 第１４号

１５０


